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的な運用に努めること」が続く（p.56-57）。日米安保はあくまで三番目な
のである。




この年の白書の目新しいところといえば，第 3 部第 2 章第 5 節に登場し
た「臨調答申と自衛隊」であろう。1981年 3 月に設置された臨調すなわち








































2 部第 1 章に力が入っている感じである。第 3 部第 2 章第 1 節に「五九中
業」が入った。第 3 部第 3 章の構成は前年のまま。「国民との触れ合い」


























目次から「国を守る気概」が消えた。第 2 部の中身を見てみると，第 1









































































































































第 2 部第 1 章第 2 節における「努力」は例年通りであるが，「防衛の分
野での努力」に微妙な変化が見て取れる。
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海軍海上輸送コマンド（Military Sealift Command: MSC）である。49隻
の事前集積船が陸空海軍及び海兵隊の活動をサポートしているが， 4 ない






Command, Far East: MSCFE）である。
海兵隊の空地任務部隊（Marine Air-Ground Task Force: MAGTF）のうち，
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は見られない（p.86）。
しかしながら，第 2 部第 2 章「防衛政策の基本」第 3 節は「防衛政策の
二本柱」として「自衛隊と日米安全保障体制」を挙げている。坂田白書
以来の 3 本の柱のうち，「国民の気概」が後退したと見ることもできよう。
「国民の気概」は目次から姿を消し，本文中にわずかに触れられているに
過ぎない。日米安保体制の位置づけ自体に関する記述ぶりは別段，前年度
と比較した場合，これといった変化は見られない。
わが国が核兵器の使用を含む全面戦争から通常兵器による各種の侵略
事態など，考え得るあらゆる事態に対処できる態勢を独自に築くことは
不可能である。このため，わが国は，自ら適切な規模の防衛力を保有す
るとともに，米国との安全保障体制とあいまって，わが国の安全を確保
することとしている。（p.97）
自国の「適切な規模の防衛力」と「米国との安全保障体制とあいまって，
わが国の安全を確保する」としており，条約第 5 条に基づく「わが国へ
の武力攻撃があった場合において，日米両国が共同対処する」ことを挙げ，
「米国の日本防衛義務を中核とする日米安全保障体制」が「侵略の未然防
止につながる」としている（p.97）。
これまでも白書は，日米安保体制の中核は日本防衛義務であるとしてい
るが，歴史的経緯からすれば，にわかに納得できるものではない。対日講
和に際して，これに反対する米国軍部を説得するために国務省が受け入れ
た条件，すなわち，軍部の望む所に望むかぎりの期間，望むだけの軍を駐
留させることが，旧日米安全保障条約の根幹であり，日本防衛は1960年の
条約改定の際に付け加えられたに過ぎない。改定で条約の性格が一変した
わけではない。
ところで，「いわゆる安保巻き込まれ論について」という囲み記事があ
防衛白書の変遷
71
る（p.98-99）。以前にもこうした記述はあったが，核戦力を中心とする軍
備の拡大と戦略の先鋭化を図ってきたレーガン政権に歩調を合わせて積極
的な防衛政策を進めてきた中曽根康弘政権に対する批判をかなり意識して
いることがわかる（本白書の刊行時には竹下登政権下にあった）。
この年の12月，地中海のマルタで行われた米国のブッシュ（George H. 
W. Bush）大統領とソ連のゴルバチョフ（Mikhail Gorbachev）共産党書
記長による首脳会談で冷戦の終結が宣言された。ここまでが冷戦下の防衛
白書ということになる。
小括
ここまで，前稿（本誌第15巻第 1 号所収）と合わせて冷戦下の『防衛白
書』15冊を見てきた。構成や体裁の変化（進化？）に目を配りながらも，
「はじめに」で述べたように，「防衛の根拠となる思想，国民の意識の変化，
および日米安全保障体制の位置づけ等」に特に留意して，その年の白書の
特徴や表現の変化等を追ってきた。
白書の変遷についてまず指摘しておくべきことは，実質的な第 1 号と
なった坂田道太長官の白書で強調されていた「国民の国を守る気概」がそ
の後，やや後退し，変わって，日米安全保障体制の重みが増してきたとい
うことである。さらなる分析と検討を続けたい。
